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今年のダボス会議は、AI革命の最中かつ米国のドンロー主義がグリーンランド関連により国交問題に発展中の

1/19～1/23 に開催された。議論の全体感は、世界秩序の今後の趨勢を見定める上で非常に示唆に富むと考えられ

る。本稿より３回に分け、「世界秩序の再構築」「AI 革命のインパクト」「覇権の構造が変化することによる米国の国力

と資産価格への影響、及び日本への影響」の観点でAI革命とドンロー主義について分析したい。 

今年のダボス会議のテーマは「対話の精神」だった。米国は挑戦状を送るかのようにタイミングを合わせて中東関

連の「平和評議会」構想と「米国防衛戦略」を公表し、トランプ大統領や多くの閣僚を含む大使節団を送り込んだ。し

かし、現地の雰囲気は相当に暗かったようだ。なぜなら、トランプ政権が進めるドンロー主義と勢力圏構想は「対話の

精神」とは正反対であり、そもそもトランプ政権が標榜する「力による平和」は「対話の精神」を否定しているからだ。 

その他テーマでは、景気動向やAI の将来像やバブルか否かの議論も活発に行われた。結局、景気動向を左右す

るのはAI投資だ。この議論から見えたのは、AI は一般汎用技術（GPT）としてインフラ化して各国の社会に深く浸

透し、また装置産業として世界を米国陣営と中国陣営に二分する決定的な技術の分水嶺となる将来像だ。「AI によ

る鉄のカーテン」という言葉が分断を象徴する。無論、「鉄のカーテン」は戦後の東西陣営を分けた冷戦の始まりを意

味する。バブル崩壊が懸念されるAI 分野だが、個別企業の売上や設備投資などという小さな話ではなく、世界秩序

の再構築という大きなテーマに関連付けられて、AI の一般汎用技術としての革新性が改めて再認識された。 

今年のダボス会議から得られる教訓は、AI は一般汎用技術であるが故に、第四次産業革命と呼べる大きなインパ

クトを引き起こすと同時に、「対話の精神」を凌駕して国際秩序を再構築する政治的な影響力まで持つ可能性だ。 

経済学者のハーシュマンは、ナチスが欧州で勢力を拡大した背景として、貿易が国家を従属させるメカニズムを解

明した。「武器化する相互依存」の元祖の考え方だ。食糧やエネルギーなど必要不可欠な物資を特定国からの輸入に

依存すると、依存症のように国家も輸入元の国に従属する。ナチスは軍事侵略する前にこのメカニズムを通じて事前

に支配を確立していた。近い将来に従属の武器になることが確実視されているのがAIだ。米国と中国は既に IT 分

野で従属のメカニズムを確立しつつあるが、AI によって更に強化される可能性が高い。日本の米国向けサービス貿

易のデジタル赤字は従属の一例だ。ダボス会議でカナダのカーニー首相は、リベラルな戦後秩序の終わりを宣言して

中堅国の連携による新たな国際秩序の構築を呼びかけたが、AI革命の前では大きな影響力は持ちえないだろう。 
米国は既にその方向性を政策で示している。米国商務省は２０２５年１０月にAI輸出プログラムを策定した。これ

は、米国製AI技術の世界への普及と技術の標準化を目的とする戦略的な取り組みだ。輸出する技術は単品の商品

ではない。商品群が多層（スタック）構造であることから「AI スタック戦略」とも呼ばれる。２０２６年１月、米国国防総

省は米国軍事におけるAI覇権の確立を目的として「AI 加速戦略」を発表した。この２つは表裏一体だろう。 
AI がスタック構造である所以は、今後AI はほぼ全ての社会インフラ、都市システム、工場システム、ビルシステ

ム、スマートホームシステム、スマートフォンに常時稼働と常時推論する形で入り込む方向性がほぼ見えてきたから

だ。これらは巨大なシステムとして装置産業のように機能することになるとみられている。 
AI は米国と中国が二大陣営となってインフラとして浸透し始めている。新興国には中国の一帯一路で港湾や空港

などのインフラの建設や運営を依存するリスクがあることはよく知られている。しかし、AI はこの比ではないレベルで

国家のシステム、企業のシステム、国民の心に入り込む可能性が高い。 

国力は外交力、情報力、防衛力、経済力、技術力からなる。最も重要なのは技術力だと言われるが、AI 革命はそ

れらを見える化し、国際秩序を再構築するテコとなる可能性が高いのではないか。（脱稿 2月 2日）      以上                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  


